
各論①　人口増減・地域間流動 転入転出、通勤通学による人口流動等、周辺地域とのつながりを人口の面から概観します。 福岡県糸島市

①出生数・死亡数 / 転入数・転出数 人口マップ>人口増減　→　☝「グラフを表示」 ②男女別人口・合計特殊出生率の推移 人口マップ>人口の自然増減　→　☝「合計特殊出生率と人口推移」

③年齢階級別純移動数の時系列推移 ④転入数・転出数の上位地域 ⑤流入者数・流出者数の上位地域
人口マップ>人口の社会増減　→　☝「人口移動（グラフ分析）」 人口マップ>人口の社会増減　→　☝「From-to（定住人口）」 まちづくりマップ>通勤通学人口　→　☝「地域間流動をグラフで見る」

【出典】 総務省「住民基本台帳人口移動報告」 【出典】 総務省「国勢調査」

【出典】 総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

【注記】 2020年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2025年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平成30年3月公表）に基づく推計値。

【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、

          人口動態及び世帯数に関する調査」

【注記】 2020年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2025年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平成30年3月公表）に

          基づく推計値。

4,549人 3,400人 7,399人 23,735人

【出典】 総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

流出者数内訳（2020年）

1位 福岡県福岡市 (21,273人)
2位 佐賀県唐津市 (581人)
3位 福岡県太宰府市 (128人)
4位 福岡県大野城市 (115人)
5位 福岡県北九州市 (106人)
6位 佐賀県佐賀市 (97人)
7位 福岡県久留米市 (95人)
8位 福岡県粕屋町 (92人)
9位 福岡県那珂川市 (76人)
10位 福岡県筑紫野市 (72人)
その他(1,100人)

流入者数内訳（2020年）

1位 福岡県福岡市 (6,010人)
2位 佐賀県唐津市 (676人)
3位 福岡県那珂川市 (66人)
4位 福岡県大野城市 (66人)
5位 福岡県春日市 (58人)
6位 福岡県筑紫野市 (47人)
7位 福岡県志免町 (34人)
8位 福岡県北九州市 (29人)
9位 福岡県太宰府市 (29人)
10位 福岡県粕屋町 (24人)
その他(360人)

転出数内訳（2021年）

1位 福岡県福岡市西区 (634人)
2位 福岡県福岡市早良区 (246人)
3位 福岡県福岡市中央区 (179人)
4位 福岡県福岡市博多区 (176人)
5位 福岡県福岡市東区 (116人)
6位 福岡県福岡市城南区 (110人)
7位 福岡県福岡市南区 (91人)
8位 佐賀県唐津市 (65人)
9位 福岡県久留米市 (45人)
10位 福岡県大野城市 (35人)
その他 (1,703人)

転入数内訳（2021年）

1位 福岡県福岡市西区 (1,042人)
2位 福岡県福岡市早良区 (391人)
3位 福岡県福岡市中央区 (233人)
4位 福岡県福岡市博多区 (232人)
5位 福岡県福岡市南区 (161人)
6位 福岡県福岡市東区 (125人)
7位 福岡県福岡市城南区 (107人)
8位 佐賀県唐津市 (106人)
9位 福岡県大野城市 (61人)
10位 福岡県久留米市 (55人)
その他 (2,036人)
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・直近時点で流入数・流出数の多い地域を示しています。
・自地域が吸引力を有している地域、流出抑制を検討すべき地域等を把
握できます。

・直近時点で転入数・転出数の多い地域を示しています。
・自地域が吸引力を有している地域、流出抑制を検討すべき地域等を把
握できます。

・社会増減の状況を年齢階級別に示しています。
・自地域の労働力に大きな影響を与える生産年齢層の社会移動の経年
変化等を把握できます。

・男女別の人口推移と合計特殊出生率を示しています。
・合計特殊出生率は自然増減（出生数）に直結する指標であり、低下傾向にある場合には、婚姻率の向上、女
性の地元定住促進、子育て支援等、政策面での対応が必要と考えられます。

・総人口の増減要因である、出生数・死亡数、転入数・転出数の推移を示しています。
・出生数と死亡数の推移から自然増減への対策、転出数・転入数の推移から社会増減への対策等、人口増減に
対する政策検討の方向性を検討する基礎的な材料となります。
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